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個別中間財務諸表等

① 比較貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

資 産 の 部
当中間期末

平成 14 年 9 月 30 日現在
前年中間期末
平成 13 年 9 月 30 日現在

前期末
平成 14 年３月 31 日現在

前期末対比

流 動 資 産          ３９，０２０ ４９，０３４ ４１，３４６ △２，３２６
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
材 料 ・ 貯 蔵 品
仕 掛 品 ・ 半 製 品
短 期 貸 付 金
未 収 消 費 税
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産

１３，７３６
１，４９１
１２，４３２

―
１，３１８
１，８９０
５，６２４
１４０
２０８
７４３

１，０６８
３６５

１４，９３４
３，４７８
１５，４１５

７１
１，４４３
２，５５７
６，４２９

４０
―

７１９
３，３２２
６２２

１４，５０８
１，９９５
１３，８３０

７２
９６５

１，９２２
５，１５２
１４０

―
５６４

１，８１２
３８２

△ ７７１
△ ５０４

△ １，３９７
△ ７２
３５３
△ ３２
４７２

―
２０８
１７８
△ ７４４
△ １６

固 定 資 産          ３８，２３６ ４０，５３５ ４０，２６７ △２，０３１
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式 ・ 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

１９，１１６
６，７１１
９，８２３

１
１，２９６
１，０７９
２０４

１１６
５３
６２

１９，００３
１，３２２
２，７０１
１，２４３
１２，４９５
１，３１９
△７９

２６，２３０
８，９４４
１３，６２８

２
１，８２７
１，１１３
７１４

２９５
５３
２４２

１４，００９
１，３６３
２，４９５
８８７

８，２４１
１，１３０
△１０８

２１，２９０
７，０３３
１１，５０２

１
１，４９６
１，０７９
１７６

１８６
５３
１３２

１８，７９１
１，２８２
２，７０１
１，２４９
１１，９７５
１，６７１
△８８

△２，１７３
△３２１

△１，６７９
△０

△２００
―
２７

△７０
△０
△６９

２１２
４０
―
△６
５２０
△３５１

９

資 産 合 計          ７７，２５６ ８９，５６９ ８１，６１４ △４，３５８
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（単位　百万円：未満切捨）

負 債 ・ 資 本 の 部
当中間期末

平成 14 年 9 月 30 日現在
前年中間期末
平成 13 年 9 月 30 日現在

前期末
平成 14 年３月 31 日現在

前期末対比

流 動 負 債          １５，８０２ ２３，７４５ １６，９６６ △１，１６３
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
損 害 賠 償 金 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他 の 流 動 負 債

７，７７９
４，０２４
１，６９５
１０６
１４
―

１，７９７
５１
２０６

―
１２４

３

８，２８８
３，０９３
５，７９５
１５４
６６
４８

３，０９２
５０
２４１

１，２２８
１，６８１

５

６，８２３
３，６０６
１，５９５
２４０
１４
２８１

２，４６６
３３
３０４

１，２２８
３６１

９

９５５
４１７
１００
△ １３４

△０
△ ２８１
△ ６６８

１７
△ ９７

△ １，２２８
△ ２３７

△ ５

固 定 負 債          ３４，６９９ ３５，６５５ ３７，９４７ △３，２４７
転 換 社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
預 り 敷 金 ・ 保 証 金

１２，９９３
１２，９００
８，５１８

６８
２１９

１２，９９３
１０，０００
１２，２５８

１４０
２６２

１２，９９３
１３，３００
１１，２４７

１４４
２６２

―
△ ４００

△ ２，７２８
△ ７５
△ ４３

負 債 合 計          ５０，５０２ ５９，４００ ５４，９１３ △４，４１０
資 本 金 ９，５６０ ９，５６０ ９，５６０ ―
資 本 剰 余 金          ９，５５０ ９，５５０ ９，５５０ ―

資 本 準 備 金 ９，５５０ ９，５５０ ９，５５０ ―
利 益 剰 余 金          ７，６１９ １１，０５６ ７，６０５ １４

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
中間（当期）未処分利益
（うち中間（当期）純利益）

１，０１１
１０，２６０
△３，６５２

（１４）

１，０１１
１０，２６０
△２１４

（△２，７６４）

１，０１１
１０，２６０
△３，６６６

（△６，２１６）

―
―
１４

（６，２３０）
評 価 差 額 金          ２９ ０ △１１ ４１

自 己 株 式          △６ ― △３ △３

資 本 合 計          ２６，７５３ ３０，１６９ ２６，７０１ ５２

負 債 ・ 資 本 合 計          ７７，２５６ ８９，５６９ ８１，６１４ △４，３５８
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② 比較損益計算書

（単位　百万円：未満切捨）

科　　目
当中間期

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

前年中間期
自 平成13年４月１日
至 平成13年9月30日

前期
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

前年同期比

営 業 収 益        24,330 100.0% 29,043 100.0% 54,595 100.0% △4,712
売 上 高         24,330 29,043 54,595 △4,712
営 業 費 用        27,720 113.9 33,697 116.0 64,515 118.2 △5,977
売 上 原 価 23,043 94.7 27,928 96.2 53,525 98.0 △4,884
販売費・一般管理費 4,676 19.2 5,769 19.8 10,990 20.2 △1,092

営
業
損
益
の
部

 
 
 
 
 
 
 
 

営 業 利 益        △3,389 △13.9 △4,654 △16.0 △9,919 △18.2 1,264
営 業 外 収 益        472 1.9 278 0.9 711 1.3 193
受取利息・配当金 141 84 104 56
そ の 他         331 194 607 136
営 業 外 費 用        412 1.7 346 1.2 556 1.0 66
支 払 利 息         196 222 440 △26

営
業
外
損
益
の
部

 
 
 
 
 
 
 
 

そ の 他         216 123 115 92

経

常

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経 常 利 益 △3,329 △13.7 △4,721 △16.3 △9,764 △17.9 1,392
特 別 利 益 3,681 15.1 1,438 5.0 3,526 6.4 2,242
退職給付引当金戻入益 3,323 ― ― 3,323
損害賠償金引当金戻入益           358 ― ― 358
固 定 資 産 売 却 益         ― 1,438 3,526 △1,438

特 別 損 失 129 0.5 1,411 4.9 4,108 7.5 △1,281
固 定 資 産 除 却 損         106 73 341 33
投資有価証券評価損         23 143 201 △119
特 別 退 職 金         ― 1,160 3,416 △1,160
貸倒引当金繰入額         ― 24 4 △24
会 員 権 評 価 損         ― 10 8 △10
固 定 資 産 売 却 損         ― ― 115 ―

特

別

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会 員 権 売 却 損         ― ― 18 ―
税引前中間（当期）純利益 222 0.9 △4,694 △16.2 △10,346 △19.0 4,916
法人税、住民税及び事業税 14 0.1 14 0.0 29 0.0 0
法 人 税 等 調 整 額           194 0.8 △1,944 △6.7 △4,159 △7.6 2,138
中間（当期）純利益           14 0.0 △2,764 △9.5 △6,216 △11.4 2,778
前 期 繰 越 利 益           △3,666 2,550 2,550 △6,216
中間（当期）未処分利益            △3,652 △214 △3,666 △3,437
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③ 中間財務諸表作成の基本となる事項

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有　価　証　券
子会社株式及び関連会社株式 ･･････ 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券           
　時 価 の あ る も の          ･･････ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　なお、評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定しております。

　時 価 の な い も の          ･･････ 移動平均法による原価法

(2) 棚　卸　資　産

製品、仕掛品・半製品           ･･････ 個別法による原価法
　ただし、水晶製品・半製品・仕掛品については、総平均法によ
る原価法を採用しております。

材 料 ・ 貯 蔵 品           ･･････ 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有 形 固 定 資 産         ･･････ 定率法によっております。

　ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備
を除く)については、定額法によっております。

(2) 無 形 固 定 資 産         ･･････ 定額法によっております。
　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ
る見込利用可能期間（５年）による定額法によっております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金         ･･････ 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退 職 給 付 引 当 金         ･･････ 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生してい
ると認められる額を計上しております。
　(追加情報)
　当社は、東洋通信機厚生年金基金に加入しておりますが、代行
部分について平成14年9月 1日に厚生労働大臣から将来分支給義
務免除の認可を受けました。これに伴い｢退職給付会計に関する実
務指針（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13号）｣第 47-2
項に定める経過措置を適用し、認可の日において代行部分返上に
よる特別利益 3,323 百万円を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金 ･･････ 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末
要支給額を計上しております。この引当金は商法第 287 条ノ２の
引当金であります。

４．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．ヘッジ会計の方法
　(1) ヘッジ会計の方法
　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。
　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段……金利スワップ取引
　　　ヘッジ対象……キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの
　(3) ヘッジ方針
　　　金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺する目的で行なっております。
　(4) ヘッジの有効性評価の方法
　　　金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効果が極めて高いことから事前、事後の検証は

行なっておりません。
　(5) リスク管理
　　　金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基づいております。なお、取引の実行管理は経理

部で行なっております。

６．消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
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④ 注記事項

（中間貸借対照表関係）
（単位　百万円：未満切捨）

摘　　　　　要 当中間期末
平成 14年 9月 30 日現在

前年中間期末
平成 13年 9月 30 日現在

前期末
平成 14 年３月 31 日現在

１.有形固定資産の減価償却累計額

２.保証債務

45,528

529

46,942

640

43,861

595

（リース取引関係）
(単位　百万円：未満切捨)

当中間期
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

前年中間期
自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

前期
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　 機 械 装 置
及び運搬具

　　工具・器具
及 び 備 品

　　　合計
　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     取得価額
相 当 額

 　    2,414            801       3,216

     
減価償却
累 計 額
相 当 額

 　    1,078            489       1,568

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     中間期末残高
相 当 額

    1,336            311       1,647

　　　　　　 機 械 装 置
及び運搬具

　　工具・器具
及 び 備 品

　　　合計
　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     取得価額
相 当 額

 　    2,250          1,118       3,369

     
減価償却
累 計 額
相 当 額

 　      627            587       1,214

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     中間期末残高
相 当 額

    1,623            531       2,155

　　　　　　 機 械 装 置
及び運搬具

　　工具・器具
及 び 備 品

　　　合計
　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     取得価額
相 当 額

 　    2,453          1,015       3,468

     
減価償却
累 計 額
相 当 額

 　      873            616       1,489

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     期末残高
相 当 額

 　    1,579            398       1,978

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める未経過リー
ス料中間期末残高の割合が低いため、支
払利子込み法により算定しております。

同　　　　　　　左
　なお、取得価額相当額は、有形固定資産
の期末残高等に占める未経過リース料
期末残高の割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

未経過リース料中間期末残高相当額
　　１　年　以　内　　　　　624
　　１　　年　　超　　　　1,023
　　合　　　計　　　　　1,647

未経過リース料中間期末残高相当額
　　１　年　以　内　　　　　660
　　１　　年　　超　　　　1,494
　　合　　　計　　　　　2,155

未経過リース料期末残高相当額
　　１　年　以　内　　　　　653
　　１　　年　　超　　　　1,325
　　合　　　計　　　　　1,978

　なお、未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。

同　　　　　　　左
　なお、未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定してお
ります。

支払リース料及び減価償却費相当額
　支 払 リ ー ス 料         　　　　336
　減価償却費相当額         　　　　336

支払リース料及び減価償却費相当額
　支 払 リ ー ス 料         　　　　349
　減価償却費相当額         　　　　349

支払リース料及び減価償却費相当額
　支 払 リ ー ス 料         　　　　686
　減価償却費相当額         　　　　686

減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左

減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左


